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はじめに

この評価実施手引書は，独立行政法人大学評価・学位授与機構（以下「機構」という ）が平成。

１６年度に実施する高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）において，評価担当者が用いる

ものである。

本手引書は，評価担当者が，高等専門学校機関別認証評価の意義と方法を十分に把握し，共通

理解の下で職務を遂行できるよう取りまとめたものである。

「第１章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の対象校及び実施体制等」

「第２章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価のプロセス」

， （ ） ，では 機構が行う高等専門学校機関別認証評価 試行的評価 の基本的な評価の内容・方法等を

「第３章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価方法（１）－書面調査」

「第４章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価方法（２）－訪問調査」

「第５章 評価報告書原案の作成」

では，評価担当者が評価を行う際のマニュアルとして，具体的な評価内容・方法等について，そ

れぞれ記載している。

また，機構では，本手引書の他に，機構の評価の一環として各高等専門学校が自己評価を行う

ための実施要項（ 自己評価実施要項 ）を作成している。『 』

本手引書は，機構の評価担当者が用いるものであるが，評価の透明性を確保する観点から，機

構のホームページ( )に掲載することとしている。http://www.niad.ac.jp/
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第１章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の対象校及び実施
体制等

本章は，高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の対象校及び実施体制等について記載し

たものであり 「Ⅰ 対象校 「Ⅱ 実施時期 「Ⅲ 実施体制－高等専門学校機関別認証評価委， 」， 」，

員会等」から構成されている。

Ⅰ 対象校

国・公・私立高等専門学校のうち，学校長から評価の要請のあった高等専門学校８校（国立：

５校，公立：１校，私立：２校）を対象とし，対象校の組織全体を単位として実施する （別紙１。

「 （ ） 」 ）平成１６年度に実施する高等専門学校機関別認証評価 試行的評価 の評価対象校一覧 参照

Ⅱ 実施時期

平成１６年 ３月末 対象校への説明会の実施

（ ，平成１６年 ７月 評価担当者に対する研修 書面調査及び訪問調査の実施の手順

留意事項等）の実施

平成１６年 ７月末 対象校から自己評価書の提出

平成１６年 ８月～ 書面調査及び訪問調査の実施

平成１６年１２月 評価結果を確定する前に当該対象校に通知

平成１７年 １月上旬 対象校から意見の申立て

平成１７年 １月下旬 評価結果の確定，公表

（注）評価全体の実施スケジュールについては，別紙２「平成１６年度に実施する高等専門

学校機関別認証評価（試行的評価）のスケジュール」に示すとおりである。

Ⅲ 実施体制 －高等専門学校機関別認証評価委員会等

１ 高等専門学校機関別認証評価委員会

(1) 職務

高等専門学校機関別認証評価委員会（以下「評価委員会」とする ）は，高等専門学校機関。

別認証評価（試行的評価）の基本的方針を定め，その実施に必要な具体的内容・方法等を審議

するとともに，同委員会に置かれる評価部会が取りまとめる評価報告書原案，対象校からの意

見の申立てへの対応等について審議・決定する。また，試行的評価の経験を踏まえて，平成１

７年度以降の本格実施に向けての評価基準・評価方法の見直し等について審議・決定する。

(2) 構成

対象校の教育活動等の状況や成果を多面的に明らかにするため，国・公・私立高等専門学校

の関係者及び社会・経済・文化等の各方面の有識者により構成する。
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(3) 委員長・副委員長

委員の互選により委員長及び副委員長を選任する。委員長は委員会の招集並びに議事の進行

及び取りまとめを行い，副委員長は委員長を補佐する。

２ 評価部会

(1) 職務

評価委員会が決定する基本的方針に基づき，書面調査及び訪問調査を行う。また，その調査

結果に基づき「評価報告書原案」を作成し，評価委員会に提出する。

(2) 構成

評価委員会委員及び専門委員で構成し，１部会当たり８名程度で，４部会を編成し，１部会

当たり２校を担当する。なお，評価部会の構成員は，自己の関係する高等専門学校に関する事

案については，その議事の議決に加わることができない。

(3) 部会長・副部会長

当該部会に属する委員及び専門委員の互選により部会長を選任する。部会長は当該部会にお

ける意見の取りまとめ，部会内の連絡調整及び評価委員会との連絡調整等を機構事務局を通し

て行う。また，部会長は当該部会に属する委員及び専門委員のうちから副部会長を指名し，副

部会長は部会長を補佐する。

３ 評価担当者に対する研修の趣旨・目的

本評価をより実効性の高いものとするためには，客観的な立場からの専門的な判断を基礎とし

た信頼性の高い評価を行う必要がある。このため，評価担当者が共通理解のもとで公正，適切

かつ円滑にその職務が遂行できるよう，第２章以降に関連する，評価の目的，内容及び方法等

について十分な研修を書面調査に先立って実施する。



- 3 -

第２章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価のプロセス

本章は，高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価のプロセスについて記載したもの

である。

１ 高等専門学校機関別認証評価委員会における評価のプロセス

( ) 自己評価書の受理と確認1

対象校から提出された自己評価書（根拠となるデータ等を含む。以下同じ ）を受理し，様。

式，内容等について問題がないかを確認する。自己評価書に何らかの問題があると判断した場

合には，この段階で速やかに対象校に照会し，必要に応じ自己評価書の追加提出を求めること

ができる。

(2) 自己評価書の回付

(1)の確認を行った後に，自己評価書を評価部会へ回付する。

(3) 評価報告書原案の審議・決定

次の「２ 評価部会における評価のプロセス」を経て，評価部会から提出された評価報告書

原案を審議・決定し，対象校へ通知する。

(4) 意見の申立てへの対応の審議・決定

対象校からの意見の申立てへの対応について，審議・決定する。

( ) 評価報告書の最終決定・通知5

評価報告書を最終決定し，対象校及びその設置者へ通知する。

２ 評価部会における評価のプロセス

(1) 書面調査の実施

① 評価委員会から回付された自己評価書を次の基準について分析・調査して書面調査を実施

する。
基準１ 高等専門学校の目的
基準２ 教育組織（実施体制）
基準３ 教員
基準４ 学生の受入
基準５ 教育内容及び方法
基準６ 教育の成果
基準７ 学生支援等
基準８ 施設・設備
基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム
基準１０ 財務
基準１１ 管理運営
（選択的評価事項）
基準 研究目的の達成状況
基準 正規課程以外の教育サービスの状況
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② 書面調査における分析・調査結果に基づき，書面調査段階の評価案を作成する。また，こ

の評価案を踏まえ，訪問調査の調査内容の検討・整理を行う。

(2) 訪問調査の実施

書面調査段階の評価案を取りまとめた後に訪問調査を実施し，書面調査では確認できなかっ

た事項について調査する。

(3) 評価報告書原案の作成

訪問調査で得られた知見によって，書面調査段階の評価案を加筆・修正の上，評価報告書原

案を作成し，評価委員会へ提出する。
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第３章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価方法(1) ━
書面調査

本章は，高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価方法である「書面調査」及び「訪

問調査」のうち，評価部会が行う「書面調査」について記載したものであり 「Ⅰ 書面調査の実，

施体制及び方法 「Ⅱ 目的の確認 「Ⅲ 書面調査の作業内容 「Ⅳ 書面調査段階の評価案」， 」， 」，

の作成 「Ⅴ その他の留意点」から構成されている。」，

Ⅰ 書面調査の実施体制及び方法

１ 書面調査の実施体制

(1) 書面調査は，評価部会ごとに実施する。評価部会においては，書面調査の基本的な方法や手

順などについて確認するとともに，各評価部会構成員の役割や分担について決定する。

(2) 書面調査の内容・方法等について，評価部会間の調整を要する問題等が生じた場合には，必

要に応じて，各評価部会長・副部会長からなる運営小委員会において協議する。

２ 書面調査の実施方法

( ) 対象校から提出された自己評価書とその根拠となる資料・データ等（機構が個別に調査・収1

集した資料・データ等を含む ）を評価部会構成員が個別に分析・調査し，その結果を書面調。

査票に記入する。

( ) 次に，各構成員が記入した書面調査票を基に，評価部会全体で意見を取りまとめ，書面調査2

段階の評価案を作成する。

(3) 書面調査の過程において，不明な点が生じた場合や自己評価の根拠となるデータ等が不十分

な場合は，評価委員会又は評価部会内で意見調整をした上で，機構事務局を経由し，対象校に

照会や提出依頼を行う。

( ) 書面調査の過程で知り得た個人情報及び対象校の評価内容に係る情報については，外部へ漏4

らしてはならない。

Ⅱ 目的の確認

１ 意義

「目的」の確認は，本評価が，対象校の個性や特色が十二分に発揮できるよう，対象校が有

する「目的｣を踏まえて行うよう配慮されていることから，それらが明確かつ具体的に記述され

ていない（高等専門学校の使命，教育活動等を行うに当たっての基本方針，教育目標等基本的

な成果として達成しようとしている内容などが含まれていない）ことで，評価作業全体に支障
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を来すことを防ぐために行うものである。

２ 確認の内容

(1) 様式上の確認

① 文字数

４，０００字以内かどうか。

② 記述の仕方

項立て・箇条書きなどがなされ，分かりやすい記述となっているか。

③ 課程及び学科・専攻ごとの独自の「目的｣

課程及び学科・専攻ごとに独自のものがある場合に，先ず共通のものを記述した上で，課

程及び学科・専攻ごとに独自の「目的｣を記述しているか。

(2) 明確性，具体性の確認

次の内容等が，明確かつ具体的に整理・記述されているか。

① 高等専門学校の使命

② 教育活動等を行うに当たっての基本方針

③ 教育目標等基本的な成果として達成しようとしている内容

なお，本評価は，現在実施している活動等の状況を対象とするが，現在に至るまでの過去の

， ， ，状況を分析することが必要な場合もあるので 対象校が そうした過去の状況も踏まえた上で

「目的｣を整理しているかについても留意する必要がある。

(3) 選択的評価事項に関する「目的｣の確認

対象校が，選択的評価事項の評価を希望する場合には，次の箇所に「目的」が記述されてい

るか。

① 「目的」のページの記述

選択的評価事項に関する基本的な「目的」を記述しているか。

② 選択的評価事項の自己評価の欄の記述

選択的評価事項の実際の評価にあたっては，当該事項における基準に照らした対象校

の「目的｣の達成状況等について評価するため，当該基準の自己評価の欄に，より具体

的な「目的｣の内容の記述をしているか。

(4) その他の視点

対象校がその運営等に関して，期間を定めた目標等を有している場合には，その目標等の達

成状況などを自己評価に反映させることも可能である。その際には，対象校がその期間を定め

た目標等の基本的な内容を｢目的｣として位置付け，整理・記述していることに留意する必要が

ある。

３ 「目的」の追加提出

各評価部会構成員は，書面調査を行う前に，対象校から提出された自己評価書に記載されて

いる「目的」を上記２について確認する 「目的｣が明確性，具体性に欠けるなどの問題がある。
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と判断した場合には，評価委員会または評価部会で意見調整を行った後，この段階で速やかに

対象校に照会し，必要に応じ「目的」の追加提出を求めることができる。

Ⅲ 書面調査の作業内容

１ 概略

( ) 手順1

評価部会は 「目的｣の確認の後，書面調査による評価を実施する。具体的には，各評価部会，

構成員が観点ごとに自己評価結果とその根拠となる資料・データ等（機構が個別に調査・収集

した資料・データ等を含む ）を次の手順に沿って，分析・調査し，その結果を各評価部会全。

体で基準ごとに取りまとめ，書面調査段階の評価案を作成するという手順で行う。なお，評価

部会は，書面調査による評価を訪問調査前までに終了させる。

観点ごとの評価 基準ごとの評価
（下記２( )参照） （下記２( )参照）1 2⇒

（選択的評価事項においては，下記３( )参照） （選択的評価事項においては，下記３( )参照）1 2

( ) 評価の視点2

， （ ） ，教育活動等のアウトカム アウトプット 達成を示す成果 についての評価を基本とするが

状況に応じてインプット（組織編成及び人的・物的資源などの投入）やプロセス（教育課程，

） 。教育環境及び提供するサービスの展開 についての評価が必要となる場合もあるので留意する

２ 基準１～１１の評価

(1) 観点ごとの評価

① 不足観点の有無の確認

評価部会構成員は，次の点について確認する。

・高等専門学校評価基準に示された「基本的な観点」が欠けていないか。

・ 目的」に照らして，必要不可欠と考える「独自の観点」が欠けていないか。「

， （ ， ） ，上記の確認の結果 不足観点 あるいはそれに付随するデータ 資料等 が確認された場合

対象校に不足観点（あるいはそれに付随するデータ，資料等）の追加提出を求めることができ

る。

② 「観点にかかる状況」の分析

「観点にかかる状況」について，観点ごとに根拠となるデータ，資料等を確認しつつ，次の

４段階（基準１－１－①，②については 「問題がない」あるいは「問題がある」の２段階），

のいずれであるか判断を行う。その際，③「分析の際の判断方法」を参考としつつ，分析・調

， 。査を行い 判断の根拠となる｢観点にかかる状況の分析｣と｢訪問調査時の確認事項｣を記述する

また，基準ごとに「特に優れた点および改善を要する点等」を抽出しておく。
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「優れている」

「相応である」

「一部問題がある」

「問題がある」

③ 分析の際の判断方法

基準１～１１については，機構として，各高等専門学校において満たすことが必要と考える

内容であり，評価はこれらの基準を満たしているかどうかの判断を中心として行う。したがっ

て，これらの基準を評価する際の「観点にかかる状況の分析」では，対象校の「目的」を踏ま

えつつ，高等専門学校として一般的に期待される水準からみた対象校の状況を次の４段階で判

断する。なお，前述のとおり，基準１－１－①，②については 「問題がない」あるいは「問，

題がある」の２段階で判断する。

一般的に期待される 一般的に期待される 一般的に期待される 一般的に期待される対象校の状況

水準を上回る 水準である 水準を下回る 水準を大きく下回る

優れている 相応である 一部問題がある 問題がある観点の判断

(2) 基準ごとの評価

① 評価部会は，前記(1)の②で評価部会構成員が個別に分析・調査した結果に基づき，基準１

～１１の「基準」ごとに書面調査段階の評価案に盛り込む 「基準ごとの分析状況 （ 特に優， 」「

れた点および改善を要する点等」を含む）を検討する。

② 「評価結果 （認証判断）は，基準１～１１の各基準の「基本的な観点」及び「対象校が独」

自に設定した観点」の分析結果を総合的に判断し，次の２通りで判断し，記述する。

「基準○を満たしている｣

「基準○を満たしていない｣

③ 評価案に盛り込む「基準ごとの分析状況｣（ 特に優れた点および改善を要する点等」を含「

「基準○を満たしている」もしくは「基準○をむ）は，最終評価報告書の「評価結果 （認証判断」

）の根拠となるものであるので，その視点から前記(1)の②で分析・調査した満たしていない」

ものを精選・整理する。

３ 選択的評価事項の評価

( ) 観点ごとの評価1

「基準１～１１の評価」に準じる （前記２参照）。

ただし，選択的評価事項においては 「分析の際の判断方法」として，基準に照らした各対，

象校の「目的」の達成状況を次の４段階で判断する。
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「目的｣を ｢目的｣を ｢目的｣の ｢目的｣の

十分達成している おおむね達成している 達成状況がやや不十分で 達成状況が不十分で対象校の状況

ある ある

優れている 相応である 一部問題がある 問題がある観点の判断

(2) 基準ごとの評価

「基準１～１１の評価」に準じる（前記２の(2)参照）が 「評価結果」については，基準を，

「基準○を満た満たしているかどうかの判断ではなく，前記２の(2)の②「評価結果 （認証判断」

）を「目的の達成状況を示す記述」に置き換え，している」もしくは「基準○を満たしていない」

次の４段階で判断する。

｢十分達成している｣

｢おおむね達成している｣

｢やや不十分な達成状況である｣

｢不十分な達成状況である｣

なお 「基準ごとの分析状況｣（ 特に優れた点および改善を要する点等」を含む）について， 「

は 「基準１～１１の評価」に準じる （前記２の(2)の①③参照）， 。

Ⅳ 書面調査段階の評価案の作成

( ) 評価案の作成1

評価部会は 「Ⅲ 書面調査の作業内容」で行った書面調査での分析・調査結果に基づき，，

書面調査段階の評価案を作成する。

(2) 評価案の形式

評価部会は，評価案を作成するに当たって 「第５章 評価報告書原案の作成」に則り，報，

告書に準じた形式で取りまとめる。

(3) 訪問調査内容の検討・整理

評価部会は，評価案を踏まえて 「第４章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の，

評価方法(2) －訪問調査」を実施するに当たって必要な調査内容の検討・整理を，この段階で

併せて行う。

Ⅴ その他の留意点

次の点について留意するとともに，各対象校の評価に当たって，個別事例が生じた場合は，運

営小委員会で随時協議し，統一的な見解の下で評価を実施することとする。

( ) 各対象校の設置の趣旨，歴史や伝統，規模や資源などの人的あるいは物的条件，地理的条件1

さらには将来計画などを十分考慮して，評価する。
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(2) 本評価は，各対象校が競争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展するために，その教

育活動等の改善に資することを目的としていることから，各対象校の工夫（特色）ある取組や

改善に向けての努力などについて，必ずしも十分な成果を挙げるに至っていないものに関して

も配慮しつつ，評価を行う。
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第４章 高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価方法(2) ━
訪問調査

本章は，高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価方法のうち，評価部会が行う訪問

調査の実施方法等について記載したものであり 「Ⅰ 訪問調査の事前準備 「Ⅱ 訪問調査の実， 」，

施方法及び内容 「Ⅲ 訪問調査時のミーティング 「Ⅳ 学校関係者（責任者）への訪問調査」， 」，

結果の説明及び意見聴取 「Ⅴ 調査結果の取りまとめ 「Ⅵ 訪問調査スケジュール（例 」か」， 」， ）

ら構成されている。

Ⅰ 訪問調査の事前準備

評価部会は，書面調査では確認できなかった事項について調査するとともに，その調査結果を

伝え，対象校の状況等に関し，対象校との共通理解を図ることを目的として，訪問調査を実施す

る。

１ 訪問調査参加者の構成

(1) 構成

原則として，各評価部会において当該対象校の書面調査を担当した委員を中心に構成し，若

干名の機構教職員が随行する。

(2) 部会長・副部会長

原則として，部会長もしくは副部会長が取りまとめ役を務め，調査内容の調整，対象校との

協議，調査結果の取りまとめなどを行う。

２ 訪問調査の実施日程の決定及び通知

訪問調査の実施日程は，予定する調査が十分実施できることを前提として，対象校の規模や，

調査内容の分量を踏まえ，機構事務局を通して対象校と協議した上で，評価部会が決定する。

なお，訪問調査当日の実施スケジュールは，後述「Ⅵ 訪問調査スケジュール 例 」に示す標（ ）

準的な例を参考に，各評価部会で決定し，対象校に通知する。

３ 調査内容等の決定及び通知

(1) 評価部会は，第３章「Ⅳ 書面調査段階の評価案の作成」で記述した「書面調査段階の評価

から，基準ごとの評価結果（ 基準○を満たしている」もしくは「基準○を満たしていない ）を除案」 「 」

とともに，対象校ごとに調査内容（補足調いたものを「書面調査段階の分析状況」として整理し，

査事項，視察する授業や施設，面談の対象者など）を整理する。また，訪問調査時に補足説明

及び根拠となる資料・データ等の提出を求める事項を 「訪問調査時の確認事として取りまとめた

項」として取りまとめ 「書面調査段階の評価案」とともに，訪問調査実施の遅くとも２週間，

また，対象校ごとに調査内容（補足調査事項，視前までに機構事務局を通じ，対象校に通知する。
察する授業や施設，面談の対象者など）についても事前に整理する。
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， ， 。 ，(2) 評価部会は 訪問調査を効率的に実施するため 調査当日における役割分担を決める また

対象校の調査内容やその個別事情を踏まえ，実際の教育活動等の状況を的確に把握できるよう

な進行方法を工夫する。

Ⅱ 訪問調査の実施方法及び内容

１ 訪問調査の実施方法

(1) 評価部会は，対象校の関係者（責任者）との面談やデータ等の収集を行うとともに，実際の

教育活動等の状況を把握するため，学生や卒業生などとの面談や，教育指導及び学習の観察な

どを行う。具体的調査内容は，後述の「２ 訪問調査の内容」に掲げる事項を基本とするが，

対象校の個別事情によっては，新たに調査事項を加えることができる。また，面談，教育指導

及び学習の観察などの調査時には，面談対象者や調査施設ごとに，担当委員を数名ずつにグル

ープ分けし，各グループが同時並行して調査を進行するなどの方法を用い，調査を効率的に実

施する。

(2) 対象校の関係者（責任者）との面談では 「書面調査段階の評価案 」， 書面調査段階の分析状況

と｢訪問調査時の確認事項｣に対する意見・回答について，対象校の関係者から補足説明又はデ

ータ等の提供を受ける。

(3) 評価部会は，対象校の関係者からの補足説明又はデータ等の提供によっても，なお確認でき

ない補足調査事項については，新たに根拠となるデータ等の提出を求める。この場合，後述の

Ⅳの評価案の説明に際しては，該当部分の評価案は当該データ等による分析を加えた上で取り

まとめる旨説明し，該当部分の評価案の説明を控える。

(4) 評価部会は，学生や卒業生などとの面談や教育指導及び教育現場の観察などで得られた知見

書面調や，上記(2)で確認した補足説明等の結果を総合的に判断して 「書面調査段階の評価案，

」の見直し，修正等を行い，訪問調査終了時点での評価案を対象校の関係者に査段階の分析状況

及び，上記(３)で提出された新たに根拠説明する。その際，評価部会全体で再度協議を要する事項

がある場合は，上記( )と同様に当該事項につとなるデータ等の分析を必要とする事項については， 3

いての後述Ⅳ の説明は 控える。訪問調査結果 を

(5) 調査内容等に関する対象校からの質問に回答する場合は，原則として評価部会全体の考え方

に基づくものとする。ただし，やむを得ず個人の意見を述べる場合には，その旨断った上で発

また，訪問調査の過程で知り得た個人情報及び対象校の評価内容に係る情報については外部へ言する。
漏らしてはならない。

２ 訪問調査の内容

(1) 根拠となる資料・データ等の補完的収集

① 根拠となる資料・データ等のうち，現地においてのみ閲覧が可能な試験問題，卒業研究，
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卒業制作などの調査を行う。

② 自己評価書とともに提出された根拠となる資料・データ等に関連して，当該資料・データ

等をより精度の高いものとするための補完的書類を収集する。

(2) 学校関係者（責任者）との面談

訪問調査が円滑かつ効果的に実施されるよう，学校関係者に協力を要請するとともに，自己

書面調査評価書に記述された内容以外で，評価の参考となる事柄及び 「書面調査段階の評価案，

」と｢訪問調査時の確認事項｣に対する意見・回答について，補足説明を受ける。段階の分析状況

面談者は，学校長，教務主事，学生主事，寮務主事などの立場にある者とする。

(3) 学校の一般教員,支援スタッフ及び関連する教育研究施設のスタッフとの面談

学校関係者（責任者）とは異なる立場にあることを前提に，当該対象校が行う教育活動に参

画している立場から，優れた点，改善を要する点，問題点等があるか，自己評価内容と実態と

の乖離が無いかなどの視点から調査を行う。

(4) 学生,卒業生等との面談

現に教育を受けている学生としての立場，また，既に卒業した社会人などの立場から，当該

対象校における教育活動等の状況について，優れた点，改善を要する点，問題点等があるか，

自己評価内容と実態との乖離が無いかなどの視点から調査を行う。

また，各学生の志望動機や入学後の印象，学生生活の感想などといった一般的な事項をはじ

め，授業や実験・実習の感想や問題点，学習環境（施設・設備等）などについては，学生の満

足度を知る上で重要であるので，特に詳しく質問し，活発な発言が得られるように努める。
【質問例】

○学校の目的等はどのようなものか知っている（いた）か

○各種ガイダンスの内容及び方法は有効である（あった）か

○シラバスは役に立っている（いた）か

○授業運営はどのようなものである（あった）か

（授業の分かりやすさ，質問などへの対応状況，教材等の活用状況）

○学校の求めている学力などは身に付いている（いた）か

○成績評価は妥当なものである（あった）か

○学生生活は快適である（あった）か

○学生の意見が教育活動，学習環境や課外活動等に反映されるようになっている（いた）か

(5) 教育指導及び教育現場の観察

自己評価書において記述された取組や現状について，授業や実験・実習，演習や少人数教育

などの特色ある取組が，教育現場では実際にどのように実施されているかなど，自己評価内容

と実態との乖離が無いかなどの観点から調査する。

(6) 学習環境の状況調査

自己評価書において記述された学習環境の状況について，実態はどのようになっているか，

自己評価内容と実態との乖離が無いかなどの観点から調査する。また，必要に応じて，実際に

サービスを疑似体験し，利便性を調査することも考慮する。
ｱ) 図書館サービス
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【調査事項例】

○カリキュラム，教育指導，学習などから求められる要件を満たしているか

○書籍，定期刊行物のストック，指定学習教材，学習スペース，その他の学習支援設備は十

分なものであるか

○利用案内，開館時間などの利用者支援は適切か

○教育スタッフと図書館サービス部門との連携はとれているか

ｲ) 附属教育研究施設

【調査事項例】

○カリキュラム，教育指導，学習などから求められる要件を満たし，機能しているか

ｳ) 自主的学習・情報教育関係の施設・設備及び学生寮

【調査事項例】

○カリキュラム，教育指導，学習などに求められる要件を満たしているか

○自主的学習用のスペースは十分か

○情報教育関係施設・設備の整備・利用体制は十分か

○学生寮などの施設・設備の整備・利用体制は十分か

Ⅲ 訪問調査時のミーティング

各評価部会は，当該調査を効率的かつ合理的に行うため，調査期間中に必要に応じてミーティ

ングを開催し，当日の調査内容の打合せや，評価部会において最終的に評価結果を判断するため

に必要な根拠データ等が収集できたかどうかの確認を行う。

これは，評価担当者間の共通認識を図る重要な場でもあるので，有効に活用する必要がある。

Ⅳ 学校関係者（責任者）への訪問調査結果の説明及び意見聴取

各評価部会は，対象校の関係者との共通理解を図り，評価結果の確定を円滑に行うため，訪問

， 。 ，調査で得られた知見や根拠データ等の調査結果を説明し それに対する意見を聴取する この際

対象校から新たな根拠データ等の提出の申し出があった場合は，調査終了後，１週間以内の提出

を求める。

また，面談者は，Ⅱの２の(2)「学校関係者（責任者）との面談」と同様に学校長，教務主事，

学生主事，寮務主事などの立場にある者とする。

Ⅴ 調査結果の取りまとめ

各評価部会は，訪問調査終了後，調査結果を取りまとめ，第５章に記述する評価報告書原案を

検討・作成する。
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Ⅵ 訪問調査スケジュール（例）

調 査 内 容 備 考

13 ・学校到着（ミーティング①） 調査内容（当日分）の確認

・学校関係者（責任者）との面談

14

第

15
１

16 ・学校の一般教員及び支援スタッフ等との面談
日

17
目 ・卒業生との面談

18

19 （ミーティング②） 調査内容（当日分）の整理
調査内容（翌日分）の確認

20

10 （ミーティング③） 調査内容（当日分）の確認

11 ・教育指導及び学習の観察 講義，演習の観察
・学習環境の状況調査 各種施設・設備等の調査

12
（昼食・休憩）

第 13 ・学生との面談

２ 14
・根拠となる資料・データ等の補完的収集及び確認

日 15

目 16

17 （ミーティング④） 調査内容（当日分）の整理
評価案の修正点の検討・整理

18

19
訪問調査結果の説明10 （ミーティング⑤）
根拠となった事実の相互確認第
対象校からの意見聴取11 ・学校関係者（責任者）への訪問調査結果の説明及

３ び意見聴取
12

日
13

目
訪問調査終了
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第５章 評価報告書原案の作成

本章は，評価部会が行う評価報告書原案の作成方法について記載したものであり 「Ⅰ 評価報，

」，「 『 』 」，「 」告書原案の構成 Ⅱ 基準ごとの評価結果の内容 の記述 Ⅲ 評価報告書原案の取扱い

から構成されている。

Ⅰ 評価報告書原案の構成

(1) 評価部会は，書面調査段階の評価案を訪問調査で得られた知見によって，修正・加筆して，

評価報告書原案を作成する。また，評価部会が作成する評価報告書原案の構成は，次のとおり

とする。

① 認証評価結果

② 対象校の現況及び特徴

③ 目的

④ 基準ごとの評価結果の内容

⑤ 選択的評価事項にかかる評価結果（申請校のみ）

( ) 「認証評価結果」については，次の２通りで判断する。2

・基準１～１１の全ての基準を満たす場合

「高等専門学校機関別認証評価基準を満たしている 」。

・基準１～１１のうち，１つでも基準を満たさない場合

「高等専門学校機関別認証評価基準を満たしていない 」。

(3) 「対象校の現況及び特徴 「目的 につ」， 」（選択的評価事項のページに記述された「目的」も含む）

， 。いては 各対象校から提出のあった自己評価書から該当部分を原則として原文のまま転載する

(4) 「基準ごとの評価結果の内容」及び「選択的評価事項にかかる評価結果」のそれぞれの記述

方法は，後述のⅡ及びⅢによる。

Ⅱ 「基準ごとの評価結果の内容」の記述

(1) 評価部会は 「書面調査」及び「訪問調査」を経て検討・整理した評価案に基づき，基準ご，

との評価結果を記述する。

(2) 「基準ごとの評価結果の内容」の記述構成は，次のとおりとする。

① 「評価結果（ 基準○を満たしている」もしくは「基準○を満たしていない 「評価結果「 」）」，

の根拠・理由」及び「特に優れた点および改善を要する点等」で構成する。

② 「評価結果 「評価結果の根拠・理由 「特に優れた点および改善を要する点等」は，第」， 」，

３章のⅢの「２ 基準１～１１の評価」の(2)に基づき記述する。

「 」 ， ， ，「 」(3) 選択的評価事項にかかる評価結果 の記述構成は 前記(1) (2)に準じるが 評価結果

，「 」， ， ，については 十分達成している ｢おおむね達成している｣ ｢やや不十分な達成状況である｣
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また，自己評価書の｢不十分な達成状況である｣の４段階で記述する （第３章 Ⅲの３(2)参照）。
選択的評価事項のページに記述されている「目的」は，原則として原文のまま転載する。

Ⅲ 評価報告書原案の取扱い

(1) 評価部会が作成する評価報告書原案は，評価委員会に提出される。

(2) 最終的な評価報告書は，

「認証評価結果」

「対象校の現況及び特徴」

「目的」

「基準ごとの評価結果の内容」

「選択的評価事項にかかる評価結果 （申請校のみ）」

「意見の申立て及びその対応」

， 。（ 「 」 ）によって構成され 対象校及びその設置者へ通知する 別紙３ 評価報告書イメージ 参照



別紙１
平成１６年度に実施する高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）の評価対象校一覧

【国立高等専門学校】
対象校 準学士課程 専攻科課程

宮 城 工 業 高 等 専 門 学 校 機 械 工 学 科 生 産 シ ス テ ム 工 学 専 攻
電 気 工 学 科 建築・情報デザイン学専攻
建 築 学 科
材 料 工 学 科
情 報 デ ザ イ ン 学 科

仙台電波工業高等専門学校 情 報 通 信 工 学 科 電 子 シ ス テ ム 工 学 専 攻
電 子 工 学 科 情 報 シ ス テ ム 工 学 専 攻
電 子 制 御 工 学 科
情 報 工 学 科

富 山 商 船 高 等 専 門 学 校 商 船 学 科
電 子 制 御 工 学 科
情 報 工 学 科
国 際 流 通 学 科

徳 山 工 業 高 等 専 門 学 校 機 械 電 気 工 学 科 機 械 制 御 工 学 専 攻
情 報 電 子 工 学 科 情 報 電 子 工 学 専 攻
土 木 建 築 工 学 科 環 境 建 設 工 学 専 攻

久留米工業高等専門学校 機 械 工 学 科 機械・電気システム工学専攻
電 気 電 子 工 学 科 物 質 工 学 専 攻
制 御 情 報 工 学 科
生 物 応 用 化 学 科
材 料 工 学 科

【公立高等専門学校】
対象校 準学士課程 専攻科課程

東京都立航空工業高等専門学校 機 械 工 学 科
航 空 工 学 科
電 子 工 学 科

【私立高等専門学校】
対象校 準学士課程 専攻科課程

金 沢 工 業 高 等 専 門 学 校 機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
国際ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ情報工学科

近畿大学工業高等専門学校 機 械 シ ス テ ム 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
建 設 シ ス テ ム 工 学 科



別紙２
平成１６年度に実施する高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）のスケジュール

機 構 高 専

１６年
高専評価準備委員会（平成15年12月～）１月

評価内容・方法，様式等検討

２月

○評価実施の要請について照会 ○評価実施の要請
３月

○説明会への出席・質疑応答高専評価担当者説明会

自 己 評 価
高専機関別認証評価委員会４月

評価実施手引書等検討

５月

６月

評価担当者研修７月

○自己評価書の提出
評価部会

書 面 調 査８月

○不足資料・データ等の確認，請求 ○不足資料，データ等の収集

○不足資料，データ等の提出

９月 ○面談対象者等の選定依頼 ○面談対象者等の選定
○書面調査段階の分析状況と ○訪問調査時の確認事項への補足説明の
訪問調査時の確認事項を送付 作成，資料・データ等収集

○面談対象者等の回答
○訪問調査時の確認事項への対応訪 問 調 査10月
○面談，教育指導・学習環境等の観察へ
の対応

評価報告書原案作成11月

高専機関別認証評価委員会
12月

○評価結果(案)通知 ○評価結果(案)に対する意見の申立ての
検討

１７年
１月 ○評価結果(案)に対する意見の申立て高専機関別認証評価委員会

○評価結果公表
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別紙３
評 価 報 告 書 イ メ ー ジ

高等専門学校機関別認証評価（試行的評価）

○○高等専門学校 ○○高等専門学校

Ⅰ認証評価結果 Ⅱ対象校の現況及び特徴. .
現況 特徴高等専門学校機関別認証評価 1 2

・・・・・・・・（試行的評価） 大学評価・学位授与機構が定める高等専門学校機関別 (1)対象校名
・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・認証評価基準を満たしている （満たしていない ）。 。

・・・・・・・・・評 価 報 告 書 (2)所在地
・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・

・・・・・・・・・(3)学科等構成
・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・

・・・・・・・・・○○高等専門学校 (4)学生数及び教員数
・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・

・・・・・・・・・平成１６年 月

・・・・・・・・・大学評価・学位授与機構

-1- -2-

○○高等専門学校 ○○高等専門学校 ○○高等専門学校

Ⅲ目的 基準ごとの評価結果の内容 基準 教育組織（実施体制）. Ⅳ. ２
【評価結果】
・基準２を満たしている （満たしていない）○○高等専門学校の使命 基準 高等専門学校の目的１ 。

1 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 【評価結果】 （評価結果の根拠・理由 ・・・・・・・・・・・・・）
2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・基準１を満たしている （満たしていない）。

（評価結果の根拠・理由 ・・・・・・・・・・・・・ （特に優れた点及び改善を要する点等））
教育目標等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
1 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （特に優れた点及び改善を要する点等） （以下，基準３～１１についても同様に評価結果を記述

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ する ）。
・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
-3- -4- - -○

○○高等専門学校 ○○高等専門学校

Ⅴ選択的評価事項にかかる評価結果 Ⅵ意見の申立て及びその対応. .
基準 研究目的の達成状況 １)申立ての内容 2)申立てへの対応

・・・・・・・・・【評価結果】
・・・・・・・・・・・おおむね達成している

（選択的評価事項にかかる目的） ・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・（目的の達成状況を示す記述）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・（特に優れた点及び改善を要する点等）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・（高専から選択的評価事項に申請があった場合に，評価
・・・・・・・・・を行い，結果を記述する ）。

-○- -○-

注１） は，対象校から提出された自己評価書等から原則として原文のまま転載する。
注２） 本評価報告書様式は今後若干の変更が生じる可能性がある。



別紙４

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）

第六十九条の三 大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるとこ
ろにより、当該大学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育

」 。） 、 。研究等 という の状況について自ら点検及び評価を行い その結果を公表するものとする
② 大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める
期間ごとに 文部科学大臣の認証を受けた者 以下 認証評価機関 という による評価 以、 （ 「 」 。） （
下「認証評価」という ）を受けるものとする。ただし、認証評価機関が存在しない場合その。
他特別の事由がある場合であつて、文部科学大臣の定める措置を講じているときは、この限り
でない。

③ 専門職大学院を置く大学にあつては （以下略）、
④ 前二項の認証評価は、大学からの求めにより、大学評価基準（前二項の認証評価を行うため
に認証評価機関が定める基準をいう。次条において同じ ）に従つて行うものとする。。

第六十九条の四 認証評価機関になろうとする者は、文部科学大臣の定めるところにより、申
請により、文部科学大臣の認証を受けることができる。

② 文部科学大臣は、前項の規定による認証の申請が次の各号のいずれにも適合すると認めると
きは、その認証をするものとする。

一 大学評価基準及び評価方法が認証評価を適確に行うに足りるものであること。
二 認証評価の公正かつ適確な実施を確保するために必要な体制が整備されていること。
三 第四項に規定する措置（同項に規定する通知を除く ）の前に認証評価の結果に係る大学か。
らの意見の申立ての機会を付与していること。

四 認証評価を適確かつ円滑に行うに必要な経理的基礎を有する法人（人格のない社団又は財団
で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。次号において同じ ）であること。。

五 次条第二項の規定により認証を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない法人でな
いこと。

六 その他認証評価の公正かつ適確な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。
③ 前項に規定する基準を適用するに際して必要な細目は、文部科学大臣が、これを定める。

、 、 、 、④ 認証評価機関は 認証評価を行つたときは 遅滞なく その結果を大学に通知するとともに
文部科学大臣の定めるところにより、これを公表し、かつ、文部科学大臣に報告しなければな
らない。

⑤ 認証評価機関は、大学評価基準、評価方法その他文部科学大臣の定める事項を変更しようと
するとき、又は認証評価の業務の全部若しくは一部を休止若しくは廃止しようとするときは、
あらかじめ、文部科学大臣に届け出なければならない。

⑥ 文部科学大臣は、認証評価機関の認証をしたとき、又は前項の規定による届出があつたとき
は、その旨を官報で公示しなければならない。

第六十九条の五 文部科学大臣は、認証評価の公正かつ適確な実施が確保されないおそれがあ
ると認めるときは、認証評価機関に対し、必要な報告又は資料の提出を求めることができる。

② 文部科学大臣は、認証評価機関が前項の求めに応じず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の
提出をしたとき、又は前条第二項及び第三項の規定に適合しなくなつたと認めるときその他認
証評価の公正かつ適確な実施に著しく支障を及ぼす事由があると認めるときは、当該認証評価

、 、機関に対してこれを改善すべきことを求め 及びその求めによつてもなお改善されないときは
その認証を取り消すことができる。

③ 文部科学大臣は、前項の規定により認証評価機関の認証を取り消したときは、その旨を官報
で公示しなければならない。

第六十九条の六 文部科学大臣は、次に掲げる場合には、第六十条の政令で定める審議会等に
諮問しなければならない。

一 認証評価機関の認証をするとき。
二 第六十九条の四第三項の細目を定めるとき。
三 認証評価機関の認証を取り消すとき。

第七十条の十 第二十八条第八項、第四十九条、第五十条第五項、第六十条（設置基準に係る
部分に限る 第六十条の二 第六十四条 第六十八条の三 第六十九条 第六十九条の三 第。）、 、 、 、 、 （
三項を除く ）及び第六十九条の四から第六十九条の六までの規定は、高等専門学校に、これ。
を準用する。

学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）

第四十条 法第六十九条の三第二項（法第七十条の十において準用する場合を含む ）の政令で。
定める期間は七年以内、法第六十九条の三第三項の政令で定める期間は五年以内とする。



別紙５

高等専門学校機関別認証評価委員会 委員名簿

青 木 恭 介 大学評価・学位授与機構教授
あ お き き ょ う す け

東 市 郎 北海道薬科大学教授
あ ず ま い ち ろ う

神 谷 武 志 大学評価・学位授与機構学位審査研究部長
か み や た け し

神 野 稔 近畿大学工業高等専門学校長
か ん の み の る

佐 藤 修 臣 鳥羽商船高等専門学校長
さ と う し ゅ う し ん

椿 原 治 (社)日本工学教育協会専務理事
つ ば き は ら お さ む

徳 田 昌 則 東北大学名誉教授
と く だ ま さ の り

中 島 尚 正 放送大学副学長
な か じ ま な お ま さ

長 島 重 夫 (株)日立製作所総合教育センタ技術研修所長
な が し ま し げ お

松 爲 宏 幸 豊橋技術科学大学理事（副学長）
ま つ い ひ ろ ゆ き

室 津 義 定 大阪府立工業高等専門学校長
む ろ つ よ し さ だ

安 田 國 雄 奈良先端科学技術大学院大学理事（副学長）
や す だ く に お

栁 謙 一 久留米工業高等専門学校長
や な ぎ け ん い ち

四ツ柳 隆 夫 宮城工業高等専門学校長
よ つ や な ぎ た か お

米 山 宏 阿南工業高等専門学校長
よ ね や ま ひ ろ し

渡 辺 英 夫 仙台電波工業高等専門学校長
わ た な べ ひ で お

高等専門学校機関別認証評価委員会 専門委員名簿

阿 蘇 和 寿 石川工業高等専門学校教授
あ そ か ず と し

市 村 洋 東京工業高等専門学校教授
い ち む ら ひ ろ し

大 林 誠 東京都教育庁指導部高等学校教育指導課指導主事
お お ば や し ま こ と

奥 崎 真理子 函館工業高等専門学校助教授
お く ざ き ま り こ

柿 本 静 志 学校法人多摩美術大学総務部長兼経理部長事務取扱
か き も と し ず し

蕪 木 豊 啓明学園中学校・高等学校校長代理
か ぶ ら ぎ ゆ た か

鎌 田 勝 木更津工業高等専門学校教授
か ま た ま さ る

河 野 昭 三 東北大学教授
こ う の し ょ う ぞ う

佐 藤 和 秀 長岡工業高等専門学校教授
さ と う か ず ひ で

下 村 波 基 岐阜工業高等専門学校教授
し も む ら は が い

庄 司 彰 宮城工業高等専門学校教授
し ょ う じ あ き ら

田 中 正 人 大学評価・学位授与機構教授
た な か ま さ と

築 谷 隆 雄 松江工業高等専門学校教授
つ く た に た か お

野 澤 庸 則 大学評価・学位授与機構特任教授
の ざ わ つ ね の り

長谷川 淳 函館工業高等専門学校長
は せ が わ じ ゅ ん

広 山 信 朗 育英工業高等専門学校教授
ひ ろ や ま の ぶ あ き

松 田 安 隆 明石工業高等専門学校教授
ま つ だ や す た か

和 田 義 博 日本公認会計士協会理事
わ だ よ し ひ ろ




